
 

 

指定確認検査機関による構造適合判定通知書保存の根拠規定 

 

建築基準法 

（帳簿の備付け等） 

第七十七条の二十九 指定確認検査機関は、国土交通省令で定めるところにより、確認検査の業

務に関する事項で国土交通省令で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなけれ

ばならない。 

２ 前項に定めるもののほか、指定確認検査機関は、国土交通省令で定めるところにより、確認

検査の業務に関する書類で国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。 

 

機関省令（建築基準法に基づく指定建築基準適合判定資格者検定機関等に関する省令） 

（図書の保存） 

第二十九条 法第七十七条の二十九第二項の確認検査の業務に関する書類で国土交通省令で定め

るものは、施行規則第三条の三において準用する施行規則第一条の三、施行規則第二条の二及

び施行規則第三条、施行規則第四条の四の二において準用する施行規則第四条、施行規則第四

条の十一の二において準用する施行規則第四条の八並びに施行規則第四条の十六第二項に規定

する図書及び書類、施行規則第三条の五第三項第二号、施行規則第四条の七第三項第二号、施

行規則第四条の十四第三項第二号及び施行規則第四条の十六の二第三項第二号に掲げる書類、

法第六条の三第七項に規定する適合判定通知書又はその写し並びに建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律（平成二十七年法律第五十三号）第十二条第六項に規定する適合判定通

知書又はその写し（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成二十八年

国土交通省令第五号）第六条第一号に掲げる場合にあっては同号に規定する認定書の写し、同

条第二号に掲げる場合にあっては同号に規定する通知書又はその写し、同条第三号に掲げる場

合にあっては同号に規定する通知書又はその写し。）とする。 

 

  



 

 

確認申請における構造適合判定通知書の写し及び副本一式の提出に係る根拠規定 

 

建築基準法 

（構造計算適合性判定） 

第六条の三 

７ 建築主は、第四項の規定により同項の通知書の交付を受けた場合において、当該通知書が適

合判定通知書（当該建築物の計画が特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合する

ものであると判定された旨が記載された通知書をいう。以下同じ。）であるときは、第六条第一

項又は前条第一項の規定による確認をする建築主事又は同項の規定による指定を受けた者に、

当該適合判定通知書又はその写しを提出しなければならない。ただし、当該建築物の計画に係

る第六条第七項又は前条第四項の通知書の交付を受けた場合は、この限りでない。 

 

建築基準法施行規則 

（構造計算適合性判定の申請書の様式） 

第三条の七 法第六条の三第一項の規定による構造計算適合性判定の申請書は、次の各号に掲げ

る図書及び書類とする。 

一 別記第十八号の二様式による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書

類を添えたもの（正本に添える図書にあつては、当該図書の設計者の氏名が記載されたものに

限る。）（以下略） 

二～四（略） 

（適合判定通知書又はその写しの提出） 

第三条の十二 法第六条の三第七項の規定による適合判定通知書又はその写しの提出は、第三条

の七第一項第一号ロ（１）及び（２）に定める図書及び書類を添えて行うものとする。 

 


